
現場代理人の常駐義務緩和措置について  新旧対照表

新 旧

現場代理人の常駐義務緩和措置について 

現場代理人の常駐義務緩和措置に関する当面の取扱いを下記

のとおりとする。 

記 

１ 緩和の対象となる場合の工事 

(１) (略) 

① （略） 

② （略） 

(２) 請負金額が３，５００万円未満の工事 

２ 

３ 

４ 

５ 

６適用日 

 令和２年２月１２日以降に申請のあった案件から適用する。

現場代理人の常駐義務緩和措置について 

現場代理人の常駐義務緩和措置に関する当面の取扱いを下記

のとおりとする。 

記 

１ 緩和の対象となる場合の工事 

(１) (略) 

① （略） 

② （略） 

(２) 請負金額が２，５００万円未満の工事 

２ 

３ 

４ 

５ 

６適用日 

 平成２６年１月２１日以降に申請のあった案件から適用する。


